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三島市水道事業会計決算審査意見書の提出について 
 
 
 地方公営企業法第３０条第２項の規定により審査に付された平成２８年度三島市 
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平成２８年度  三島市水道事業会計決算審査意見書 
 
第１ 審 査 の 対 象 
   平成２８年度 三島市水道事業会計決算 
 
第２ 審 査 の 期 間 
   平成２９年５月１９日から平成２９年７月３日まで 
 
第３ 審 査 の 方 法 
   決算審査に当たって、市長から提出された決算書類が財政状態及び経営成績を適正に表

示しているか否かを検証するため、会計帳票書類との照合のほか、必要に応じて関係職員

から説明を聴取し、貯蔵品については実地棚卸に立ち合い、 
現金・預金については、出納取扱金融機関等の預金残高証明書により確認した。 

また、事業内容を把握するため計数分析を行い、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼

に考察した。 
   
第４ 審 査 の 結 果 
   地方公営企業法第３０条第２項の規定により審査に付された平成２８年度三島市水道

事業会計決算書及び関係証拠書類を審査した結果、決算書類は、地方公営企業法その他の

関係法令に準拠して作成されており、その計数及び会計記録は正確であり、かつ、財政状

態及び経営成績を適正に表示していることを認める。 
以下、審査の概要を述べると次のとおりである。 

 
 注１ 文中に用いる表示は次による。 
   (1)  金額の単位は、別表の数字を除き、文中及び表中の金額は原則として「千円単位」

で表示し、単位未満は四捨五入したが、端数整理のため資料等の金額と異なる場合が

ある。 
   (2)  比率（％）は、原則として小数点以下第 2 位を四捨五入した。 
   (3)  文中及び表中の△印は「減額」を示す。 
 注２ 意見書中、予算の執行状況は消費税込の表示で、経営状況及び財政状態は消費税抜の

表示である。 
 注３ 意見書中、「全国平均」の各指標は、総務省編『水道事業経営指標』の数値で、「県下

平均」の各指標は、静岡県政策企画部市町行財政課編『市町財政の状況』の数値である。 
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１ 業務の執行状況 
(1) 水道の普及状況及び給水業務の状況について 
 
 ア 水道の普及状況及び給水業務の状況は、次のとおりである。（簡易水道事業を除く。） 

 
 

給水人口は 107,887 人で、1,452 人(1.4％)、普及率は 97.0％で、1.5 ポイント、給水件

数は 47,278 件で、1,302 件(2.8%)、有収水量は 12,680 千㎥で、11 千㎥(0.1%)前年度に比

べ増加している。 
また、有収水量は予算で定めた年間給水量の予定量 15,488 千㎥に比べると 2,808 千㎥

(18.1％)下回っている。 
年間総配水量は 15,174 千㎥で、120 千㎥(0.8％)、 １人 1 日あたりの平均配水量は 385

リットルで、前年度に比べ 8 リットル(2.0％)減少している。 
なお、年間総配水量の内訳は、伊豆島田浄水場 8,051 千㎥（構成比 53.1％、前年度構成

比 52.5％）、県水受水分 7,123 千㎥（構成比 46.9％、前年度構成比 47.5％）となっている。   
配水能力は、伊豆島田浄水場 48,000 ㎥/日、県水受水分 30,000 ㎥/日、計 78,000 ㎥/日

で、前年度と同量である。これに対する平均配水量は、41,572 ㎥/日で前年度に比べ 216 ㎥

/日(0.5%)減少している。  

増  減 増減率(%)

総 人 口 人 111,239 111,483 △244 99.8

給 水 人 口 人 107,887 106,435 1,452 101.4

普 及 率 ％ 97.0 95.5 1.5

給 水 件 数 件 47,278 45,976 1,302 102.8

総 配 水 量 千㎥ 15,174 15,294 △120 99.2

１人１日平均配水量 ㍑ 385 393 △8 98.0

有 収 水 量 千㎥ 12,680 12,669 11 100.1

有 収 率 ％ 83.6 82.8 0.8

平成２７年度 県 下 市 平 均 有収率 86.2 %

平成２７年度 全  国  平  均 有収率 89.5 %

『　参　考　』

（全国平均は、給水人口１０万人以上１５万人未満の都市の平均「以下同じ。」）

前 年 度 対 比

区　分

年　度
単位 平成２７年度平成２８年度
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イ 総配水量に対する有効水量(実際に使われた水量)、無効水量（地表・地下漏水 
 等）の状況は、次のとおりである。（簡易水道事業を除く。） 

 
有効水量は 13,069 千㎥で､15 千㎥(0.1%)、有収率は 83.6％で、0.8 ポイント前年度に

比べ上昇している。 
無効水量は 2,105 千㎥で、135 千㎥(6.0%)、無効率は 13.9％で、0.7 ポイント前年度に

比べ低下している。 
 

ウ 簡易水道の普及状況及び給水業務の状況は、次のとおりである。 
(ｱ)山中簡易水道 

  
(ｲ) 佐野見晴台簡易水道 

  
 
 

      年　度

区　分

15,174 15,294 △120

有収水量 12,680 12,669 11

無収水量 389 385 4

計 13,069 13,054 15

有 効 率 86.1 85.4 0.7

有 収 率 83.6 82.8 0.8

水　　量 2,105 2,240 △135

無 効 率 13.9 14.6 △0.7

平成２８年度 平成２７年度 前年度対比

無効水量

総配水量

有効水量

（単位：千㎥、％）

      年　度

区　分 増  減 増減率(%)

件 46 47 △1 97.9

人 191 206 △15 92.7

㎥ 25,976 25,585 391 101.5

㎥ 25,426 24,684 742 103.0

％ 97.9% 96.5% 1.4

給 水 人 口

総 配 水 量

有 収 水 量

有  収  率

平成２８年度 平成２７年度単位
前 年 度 対 比

給 水 件 数

   　 年　度

区　分 増  減 増減率(%)

件 990 984 6 100.6

人 3,112 3,126 △14 99.6

㎥ 300,253 301,188 △935 99.7

㎥ 292,507 294,452 △1,945 99.3

％ 97.4% 97.8% △0.4

単位
前 年 度 対 比

給 水 件 数

有 収 水 量

有  収  率

給 水 人 口

総 配 水 量

平成２８年度 平成２７年度
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(2) 施設の稼動状況について 
ア 施設の稼働状況は、次のとおりである。（簡易水道事業を除く。） 

 

1 日最大配水量は 44,561 ㎥(12 月 31 日)で、前年度に比べ 1,693 ㎥(3.7%)、施設利用率

は 53.3％で、前年度に比べ 0.3 ポイント、最大稼働率は 57.1％で、前年度に比べ 2.2 ポイ

ントそれぞれ低下し、負荷率は 93.3％で、前年度に比べ 3.0 ポイント上昇している。 
 

【参考】県下市平均及び全国平均の施設稼動状況 

 
※施設利用率：1 日配水能力に対する 1 日平均配水量の比率 

施設の利用が有効かつ適切に行われているかをみる。 

この比率が高いことは、施設の規模が適正であり施設が効率よく稼働していることを示す。 

※負 荷 率：1 日最大配水量に対する 1 日平均配水量の比率 

施設が年間を通して有効に利用されているかをみる。 

この比率が高いほど施設の使用効率はよい。 

※最大稼働率：1 日配水能力に対する 1 日最大配水量の比率 

施設の利用及び投資の適正化をみる。 

この比率が高いことは、一般に施設能力の設定が水需要に照らし適正になされていることを

示す。 

 

 

 

（単位：㎥、％）

増減 増減率

１日最大配水量(㎥) Ａ 44,561 46,254 △1,693 96.3

１日平均配水量(㎥) Ｂ 41,572 41,788 △216 99.5

Ｃ 78,000 78,000 0 100.0

施 設 利 用 率 ＝ Ｂ／Ｃ 53.3 53.6 △0.3

負 荷 率 ＝ Ｂ／Ａ 93.3 90.3 3.0

最 大 稼 動 率 ＝ Ａ／Ｃ 57.1 59.3 △2.2

１日配水能力(㎥)

前 年 度 対 比

 区　分

                     年　度　　
平成２８年度 平成２７年度

（単位：％）

    年　度

 区　分

施設利用率 60.5 61.2

負　荷　率 85.1 85.4

最大稼動率 71.1 71.6

施設利用率 62.3 62.1

負　荷　率 85.4 88.5

最大稼動率 72.9 70.2

平成２６年度

県　　下　　市　　平　　均

全　　　国　　　平　　　均

平成２７年度
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２ 予算の執行状況 
(1) 収益的収入及び支出の状況について 

 
  ア 収益的収入の執行状況は、次のとおりである。 

 
 
   水道事業収益は、予算額 1,430,951 千円に対して決算額は 1,464,252 千円で、執行率

102.3％となっている。 

 

 

(ｱ) 営業収益 

 営業収益は、予算額 1,216,933 千円に対して決算額は 1,235,578 千円で、執行率

101.5％となり、18,645 千円の増となっている。 

これは、予算額に対し手数料が 1,170 千円(15.0％)下回ったものの、水道料金が 19,223

千円(1.6％)上回ったためである。 

決算額は前年度に比べ 2,268 千円(0.2％)増加している。 

 

     

(ｲ) 営業外収益 

営業外収益は、予算額 214,018 千円に対して決算額は 228,674 千円で、執行率 106.8％

となり、14,656 千円の増となっている。 

これは、予算額に対しその他雑収益が 3,689 千円(15.0％)下回ったものの、開発負担

金 13,993 千円(1,399.3％)、長期前受金戻入 3,102 千円(7.3％) 及び水道加入金が 2,045

千円(1.4％)上回ったためである。 

決算額は前年度に比べ 95,324 千円(71.5％)増加している。 
  

前年度

決　算　額 構成比 増減率

1,430,951 1,464,252 100.0 102.3 1,368,732 100.0 107.0

営 業 収 益 1,216,933 1,235,578 84.4 101.5 1,233,310 90.1 100.2

営業 外収 益 214,018 228,674 15.6 106.8 133,350 9.7 171.5

特 別 利 益 0 0 0.0 － 2,072 0.2 皆減

構成比 執行率

（単位：千円、％）

前　　　年　　　度
科　　　目 予　算　額 決　算　額

水道 事業収益
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  イ 収益的支出の執行状況は、次のとおりである。 
 

 
 

 

水道事業費用は、予算額 1,394,197 千円に対して決算額は 1,327,391 千円で、執行率

95.2％となっている。 

 

(ｱ) 営業費用 

営業費用は、予算額 1,301,584千円に対して決算額は 1,240,852千円で、執行率 95.3％   

となり、60,732 千円の不用額を生じている。 

不用額の主なものは、動力費 21,633 千円、修繕費 13,242 千円、委託料 6,876 千円、

取替量水器 3,795 千円及び固定資産除却費 2,053 千円である。 

決算額は前年度に比べ 19,443 千円(1.5％)減少している。 

 

 

(ｲ) 営業外費用 

営業外費用は、予算額 89,613 千円に対して決算額は 86,539 千円で、執行率 96.6％

となり、3,074 千円の不用額を生じている。 

不用額の主なものは、企業債利息 2,118 千円である。 

決算額は、前年度に比べ 19,007 千円(28.1％)増加している。  

前年度

決　算　額 構成比 増減率

1,394,197 1,327,391 100.0 95.2 1,327,827 100.0 100.0

営 業 費 用 1,301,584 1,240,852 93.5 95.3 1,260,295 94.9 98.5

営業外費用 89,613 86,539 6.5 96.6 67,532 5.1 128.1

特 別 損 失 0 0 0.0 － 0 0.0 －

予 備 費 3,000 0 0.0 0.0 0 0.0 －

水道事業費用

決　算　額科　　　目 予　算　額 執行率
前　　　年　　　度

（単位：千円、％）

構成比
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 (2) 資本的収入及び支出の状況について 
ア 資本的収入の執行状況は、次のとおりである。

    
資本的収入は、予算額 133,918 千円に対して決算額は 142,363 千円で、執行率 106.3％と

なっている。 

  企業債 120,000 千円は、管路耐震化工事のため地方公共団体金融機構から借入れたもの

であり、前年度に比べ 30,000 千円(20.0％)減少している。 

県支出金 17,092 千円は、緊急地震・津波対策等交付金事業に対する県交付金である。 

工事負担金 5,271 千円は、消火栓改良工事負担金等に伴う一般会計からの負担金であ

る。 

 
イ 資本的支出の執行状況は、次のとおりである。 

 

資本的支出は、予算額 662,267 千円に対して決算額は 602,984 千円で、執行率 91.0％と

なっている。 

建設改良費は、予算額 521,844 千円に対して決算額は 462,562 千円で、執行率は 88.6%

となり、59,282 千円の不用額を生じている。 

不用額の主なものは、配水管延長工事費の工事請負費 35,179 千円である。 
  

前年度

決　算　額 構成比 増減率

133,918 142,363 100.0 106.3 166,204 100.0 85.7

企 業 債 120,000 120,000 84.3 100.0 150,000 90.3 80.0

固定資産売却代金 1 0 0.0 0.0 0 0.0 －

県 支 出 金 6,666 17,092 12.0 256.4 0 0.0 皆増

工事負担金 7,250 5,271 3.7 72.7 11,041 6.6 47.7

寄 附 金 1 0 0.0 0.0 0 0.0 －

他会計補助金 0 0 0.0 － 5,163 3.1 皆減

科　　　目 予　算　額

資 本 的 収 入

（単位：千円、％）

前　　　年　　　度
決　算　額 構成比 執行率

前年度

決　算　額 構成比 増減率

662,267 602,984 100.0 91.0 836,467 100.0 72.1

建設 改良費 521,844 462,562 76.7 88.6 705,154 84.3 65.6

企業債償還金 140,423 140,422 23.3 100.0 131,313 15.7 106.9

（単位：千円、％）

構成比 執行率
前　　　年　　　度

資 本 的 支 出

決　算　額科　　　目 予　算　額
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建設改良費の配水管延長工事費の主なものは、配水管新設工事 2 件、14,381 千円、老朽

管布設替工事 9 件、280,265 千円である。 

また、簡易水道建設費の主なものは、佐野見晴台配水場緊急遮断弁設置工事 26,978 千

円である。 

企業債償還金 140,422 千円は、財務省財政融資資金への償還金 75,153 千円、地方公共

団体金融機構への償還金 65,269 千円である。  

    

資本的収入額 142,363 千円が資本的支出額 602,984 千円に不足する額 460,621 千円は、

過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 7,720 千円、当年度分消費税及び地方消

費税資本的収支調整額 27,938 千円、減債積立金 50,000 千円、建設改良積立金 50,000 千円、

過年度分損益勘定留保資金 278,823 千円及び当年度分損益勘定留保資金 46,140 千円で補て

んされている。 

 
(3) その他の予算の執行状況について 

 
ア 議会の議決を経なければ流用することのできない経費等の執行状況は、次のとおりで

ある。 

   
   

三島市水道事業会計予算第 8 条で議会の議決を経なければ流用することのできない経費

として職員給与費を、第 9 条でたな卸資産の購入限度額をそれぞれ定めているが、いずれも

議決予算額の範囲内で執行されている。  

　　　第８条

区 分 予　算　額 決　算　額 予 算 残 額 備　　　　　　　考

職 員 給 与 費 163,946 156,756 7,190

　　　第９条

区 分 予　算　額 決　算　額 予 算 残 額 備　　　　　　　考

たな卸資産購入限度額 34,544 22,896 11,648

（単位：千円）

（単位：千円）

　※職員給与費＝給料+手当等+賃金+報酬（委員報酬除く）+法定福利費+退職給与金+賞与引当金繰入額-児童手当
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３ 経営状況（損益計算書・税抜） 
(１) 経営成績について 
 

 
   
    

本年度の経営状況は、総収益 1,361,705 千円に対して総費用 1,252,976 千円で、差引

108,729 千円の純利益を計上している。 
  

ア 水道事業収益について 
営業収益は、前年度に比べ 2,181 千円(0.2％)増加している。 
これは、受託給水工事収益が 1,884 千円減少しているものの、その他営業収益が 3,787 千

円増加したためである。 
営業外収益は、前年度に比べ 95,174 千円(78.3％)増加している。 
これは、雑収益が 1,806 千円減少したものの、幸原簡易水道統合等により加入金及び負

担金が 98,354 千円増加したためである。  

増減 増減率

総収益 1,361,705 1,266,422 95,283 107.5

営業収益 1,144,909 1,142,728 2,181 100.2

給水収益 1,128,934 1,128,656 278 100.0

営業外収益 216,796 121,622 95,174 178.3

長期前受金戻入 45,884 46,791 △907 98.1

特別利益 0 2,072 △2,072 皆減

総費用 1,252,976 1,274,899 △21,923 98.3

営業費用 1,188,613 1,207,491 △18,878 98.4

受水費 371,555 373,275 △1,720 99.5

営業外費用 64,363 67,408 △3,045 95.5

特別損失 0 0 0 0.0

当年度純利益 108,729 △8,477 117,206 -

前年度利益剰余金処分額 220,000 1,357,714 △1,137,714 16.2

104,694 233,172 △128,478 44.9

当年度未処分利益剰余金 213,423 224,694 △11,271 95.0

総収益 対 総費用 108.7 99.3 9.4

営業収益 対 営業費用 96.3 94.6 1.7

14 14 0 100.0損益勘定職員数

（単位：千円・％・人）

平成２８年度 平成２７年度
前年度対比

項　　　　目

その他未処分利益剰余金変動額
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イ 水道事業費用について 
営業費用は、前年度に比べ 18,878 千円(1.6％)減少している。 
これは、減価償却費 9,708 千円(2.5％)増加したものの、資産減耗費 18,082 千円（72.2％）、

配水及び給水費 8,123 千円（3.9％）が減少したためである。 
営業外費用は、前年度に比べ 3,045 千円(4.5％)減少している。 
これは、支払利息 2,067 千円(3.4％)及び雑支出 977 千円(56.5％)が減少したためである。 

 
(２) 純利益・利益剰余金の推移について 

 

  

     

（　単位：千円　）

年　 　 　 度 24 25 26 27 28

純  利  益 26, 888 20, 427 △ 104, 310 △ 8, 477 108, 729

利益剰余金 1, 269, 977 1, 236, 630 2, 169, 741 803, 550 692, 279

　 　 ※純利益がマイ ナスの場合は、 純損出と なる。

26,888 20,427 △ 8,477
108,729

1,269,977 1,236,630

2,169,741

803,550

692,279

△ 100,000

400,000

900,000

1,400,000

1,900,000

2,400,000

24 25 26 27 28

千円

年度

純利益・利益剰余金の推移 純 利 益

利益剰余金

△104,310
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(３) 総費用の使途別比較について 

 

(４) 1 ㎥当たりの供給単価・給水原価について 

 

年度

項目 決算額 構成比 決算額 構成比 比較増減 増減率

職員給与費 109,407 8.7 109,467 8.6 △60 99.9

支 払 利 息 59,208 4.7 61,275 4.8 △2,067 96.6

減価償却費 391,259 31.2 381,551 29.9 9,708 102.5

委　託　料 134,529 10.7 130,086 10.2 4,443 103.4

動　力　費 64,585 5.2 74,173 5.8 △9,588 87.1

県水受水費 371,555 29.7 373,275 29.3 △1,720 99.5

取替量水器 20,878 1.7 22,509 1.8 △1,631 92.8

修　繕　費 51,913 4.1 52,920 4.1 △1,007 98.1

賃　借　料 660 0.1 660 0.1 0 100.0

会費負担金 12,221 1.0 12,205 1.0 16 100.1

その他特別損失 0 0.0 0 0.0 0 －

過年度損益修正損 0 0.0 0 0.0 0 －

そ　の　他 31,731 2.5 49,858 3.9 △18,127 63.6

受託給水工事 5,030 0.4 6,920 0.5 △1,890

計 1,252,976 100.0 1,274,899 100.0 △21,923 98.3

（単位：千円、％）

平成２８年度 平成２７年度 前年度対比

　※職員給与費＝給料+手当等+賃金+報酬（委員報酬除く）+法定福利費+退職給与金+賞与引当金繰入額-児童手当

年　　度 平成２８年度 平成２７年度

比較増減 増減率
　　　円　銭 　　　円　銭 　　　円　銭 ％

　供 給 単 価  （Ａ） 86.85 86.90 △0.05 99.9

　給 水 原 価  （Ｂ） 92.48 94.02 △1.54 98.4

給 職 員 給 与 費 8.42 8.43 △0.01 99.9

水 支 払 利 息 4.55 4.72 △0.17 96.4

原 減 価 償 却 費 26.57 25.77 0.80 103.1

価 動 力 費 4.97 5.71 △0.74 87.0

内 県 水 受 水 費 28.59 28.74 △0.15 99.5

訳 委 託 料 10.35 10.20 0.15 101.5

そ の 他 9.03 10.45 △1.42 86.4

　販売益（Ａ）-（Ｂ） △5.63 △7.12 1.49

『参　考』　平成２７年度　全国平均
　　　　　　供給単価165円29銭、　給水原価154円92銭、　販売益10円37銭

 ※ 供給単価＝給水収益÷年間有収水量

前  年  度  対　比

区　　分

 　給水原価＝｛経常費用（営業費用+営業外費用）-受託給水工事費-材料売却原価-長期前受金戻入額｝÷年間有収水量
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 1 ㎥当たりの供給単価(平均販売単価)は、86 円 85 銭で前年度に比べ 5 銭減少している。 

給水原価は、1 ㎥当たり 92 円 48 銭で前年度に比べ 1 円 54 銭減少している。 

給水原価の減少は、減価償却費が 9,708 千円(2.5％)増加したものの、動力費 9,588 千円

(12.9％)及びその他の固定資産除却費 18,071 千円(72.2％)が減少したことと、有収水量が 10

千㎥増加したためである。 

なお、給水原価のうち資本費(減価償却費・支払利息)は、31 円 12 銭で前年度に比べ 63 銭

増加しており、給水原価に占める割合は 33.7％である。 

供給単価は、給水原価を下回り 5 円 63 銭の販売損を生じている。 
 
最近の供給単価・給水原価の推移は、次のとおりである。 

  
 

 

 

 

 

（　単位：円　）

年 度 26 27 28

供 給 単 価 86. 97 86. 90 86. 85

給 水 原 価 92. 70 94. 02 92. 48

86.97 86.90 86.85

92.70

94.02

92.48

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

94.00

96.00

1 2 3

円

年度

供給単価・給水原価の推移
供給単価

給水原価
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４ 財政状態 

資産及び負債・資本の状況は、別表第４「比較貸借対照表」のとおりであり、資産及び

負債・資本の各合計は、11,959,792 千円で、前年度に比べ 103,913 千円増加している。 

 
 (１) 資産について 

    
   本年度における資産現在高は 11,959,792 千円で、内訳は次のとおりである。 

 

固定資産の現在高は、10,755,472 千円で前年度に比べ 40,204 千円(0.4％)増 

加している。 

これは、無形固定資産が水道管理等情報管理システム機器更新業務委託ソフトウエアの減

価償却等により、1,504 千円(15.4％)減少したものの、高区配水場更新事業用地取得等によ

り、有形固定資産が 41,708 千円(0.4％)増加したためである。  

流動資産の現在高は、1,196,603 千円で前年度に比べ 68,111 千円(6.0％)増加している。 

これは、現金預金 65,928 千円(6.9％)、未収金 1,673 千円(1.1％)、貯蔵品 510 千円(4.2％)

がそれぞれ増加したことによるものである。  

繰延勘定の現在高は 7,717 千円で、前年度に比べ 4,402 千円(36.3％)減少している。 
 
   

平成２８年度 平成２７年度 前年度対比 増減率

10,755,472 10,715,268 40,204 100.4

1,196,603 1,128,492 68,111 106.0
7,717 12,119 △4,402 63.7

11,959,792 11,855,879 103,913 100.9

（単位：千円・％）
科　　目

固定資産

流動資産
繰延勘定

合　　計
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(２) 負債及び資本について  

        

  本年度における負債及び資本の現在高は 11,959,792 千円で、内訳は次のとおりである。 

 

固定負債の現在高は 3,164,473 千円で、前年度に比べ 28,526 千円(0.9％)減少している。 

これは、引当金が 1,353 千円(3.1％)増加しているものの、企業債が 29,879 千円(0.9％)

減少したことによるものである。 

流動負債の現在高は、375,975 千円で前年度に比べ 43,848 千円(13.2％)増加している。 

これは、企業債 9,457 千円(6.7％)及び未払金 34,625 千円(47.2％)が増加したためである。 

繰延収益の現在高は、923,613 千円で、前年度に比べ、20,138 千円(2.1％)減少している。 

資本金の現在高は 6,453,683 千円で、前年度に比べ 220,000 千円(3.5％)増加している。

これは、組入資本金 220,000 千円が増加したためである。 

剰余金の現在高は、1,042,048 千円で前年度に比べ 111,271 千円(9.6％)減少している。 

これは、利益剰余金が 111,271 千円(13.8％)減少したことによるもので、減債積立金と

建設改良積立金からそれぞれ 50,000 千円振替えた合計 100,000 千円及び当年度未処分

利益剰余金 11,271 千円が減少したためである。 
  

平成２８年度 平成２７年度 前年度対比 増減率
4,464,061 4,468,877 △4,816 99.9

固定負債 3,164,473 3,192,999 △28,526 99.1
流動負債 375,975 332,127 43,848 113.2
繰延収益 923,613 943,751 △20,138 97.9

7,495,731 7,387,002 108,729 101.5
資 本 金 6,453,683 6,233,683 220,000 103.5
剰 余 金 1,042,048 1,153,319 △111,271 90.4

11,959,792 11,855,879 103,913 100.9

（単位：千円・％）

負　　債

資　　本

合　　計

科　　目
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(３) 資金収支の状況について 

 
 業務活動によるキャッシュフローは 498,611 千円で、当年度は純利益を生じたことなど

により 203,525 千円増加している。 

投資活動によるキャッシュフローは 412,261 千円で、前年度に比べ有形固定資産の取得

による支出が減少したことなどにより 228,222 千円増加している。 

財務活動によるキャッシュフローは 20,422 千円で、前年度に比べ企業債の発行額が減少

したことなどにより 39,109 千円減少している。 

この結果、当年度は 65,928 千円の資金が増加し、資金期末残高は 1,024,993 千円となっ

ている。 
 
 

平成２８年度 平成２７年度 増減額

498,611 295,086 203,525
当年度純利益(△純損失) 108,729 △8,477 117,206
減価償却費 391,259 381,551 9,708
固定資産除却費 6,947 25,029 △18,082
特別損失 0 0 0
貸倒引当金の増減額 △162 △30 △132
退職給付引当金の増減額 1,352 △2,072 3,424
賞与引当金の増減額 △510 176 △686
長期前受金戻入額 △45,884 △46,791 907
繰延勘定償却 4,402 4,402 0
受取利息及び受取配当金 △1,026 △1,494 468
支払利息 59,208 61,276 △2,068
未収金の増減額 △1,510 47,813 △49,323
未払金の増減額 34,624 △109,038 143,662
たな卸資産の増減額 △510 1,248 △1,758
その他流動資産の増減額 0 570 △570
預り金の増減額 △126 705 △831
利息及び配当金の受取額 1,026 1,494 △468
利息の支払額 △59,208 △61,276 2,068

△412,261 △640,483 228,222
有形固定資産の取得による支出 △434,624 △656,687 222,063
有形固定資産の売却による収入 0 0 0
工事負担金等による収入 22,363 11,041 11,322
他会計からの繰入金による収入 0 5,163 △5,163
過年度損益修正損 0 0 0

△20,422 18,687 △39,109
企業債による収入 120,000 150,000 △30,000
企業債の償還による支出 △140,422 △131,313 △9,109

65,928 △326,710 392,638
959,065 1,285,775 △326,710

1,024,993 959,065 65,928

　キャッシュフロー計算書は、次のとおり
（単位：千円・％）

財務活動によるキャッシュフロー

資　金　増　減　額
資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高

科　　　　目

業務活動によるキャッシュフロー

投資活動によるキャッシュフロー
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 (４) 経営分析について（別表第５参照） 
   財政比率の主な指標は、次のとおりである。 
 
 ア 自己資本構成比率 

  
   企業の健全性をみる自己資本構成比率は、率が高いほど安定性が高いとされている。本

年度は 70.4％で、前年度に比べ 0.1 ポイント上昇している。 
これは、自己資本となる資本金の増加が主な要因である。 

 
 イ 固定資産対長期資本比率 

  
   財政の長期健全性を示す固定資産対長期資本比率は、100％以下が望ましいとされて

おり、100％を超えた場合は固定資産に対する過大投資が行われたものとされている。

本年度は、92.8％で、前年度に比べ 0.2 ポイント低下している。 

これは、固定資産の増加に比べ、自己資本の増加割合が多かったためである。 
 

ウ 流動比率 

    
短期の支払い能力を示す流動比率は、200%以上が理想とされている。本年度は 318.3％

で、前年度に比べ 21.5 ポイント低下している。 
これは、流動負債となる未払金の増加が主な要因となっている。  

平成28年度 平成27年度 備　　　　　　　考

平成 27年度県下市平均

自 己 資 本 71.4%

総 資 本 平 成 27 年 度 全 国 平 均

72.6%

算　　　　　　　式

70.4% 70.3%×100

平成28年度 平成27年度 備　　　　　　　考

平成 27年度県下市平均

固 定 資 産 92.5%

自己資本＋固定負債 平 成 27 年 度 全 国 平 均

90.3%

算　　　　　　　式

×100 92.8% 93.0%

平成28年度 平成27年度 備　　　　　　　考

平成 27年度県下市平均

流 動 資 産 290.6%

流 動 負 債 平 成 27 年 度 全 国 平 均

352.1%

算　　　　　　　式

×100 318.3% 339.8%
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 エ 未収金回転率 

   
   営業収益と未収金の関係をみるもので、率が高いほど未収金の回転率(回収率)が良いこ

とを表している。本年度は 7.2 回で、前年度に比べ 0.9 回増加している。 
    
オ 貯蔵品回転率 

   
   貯蔵品の使用及び利用度を表すもので、率が高いほど良いとされている。本年度は、3.7

回で前年度に比べ 0.7 回減少している。 
これは、発生品が減少したためである。 

 
 カ 営業収益対営業費用比率 

  

     収益と費用を対比して企業の営業活動の能率を示す営業収益対営業費用比率は

96.3％で前年度に比べ 1.7 ポイント上昇している。  

平成28年度 平成27年度 備　　　　　　　考

平成 27年度県下市平均

算　　　　　　　式

7.2回 6.3回
（期首未収金＋期末未収金）÷2

営 業 収 益
9.2回

平成28年度 平成27年度 備　　　　　　　考

3.7回 4.4回

(5.7回） (6.7回）

算　　　　　　　式

期首貯蔵品＋購入額+発生品-期末貯蔵品

（期首貯蔵品＋期末貯蔵品）÷2

（　）は、災害用備蓄資
材を除いた場合

平成28年度 平成27年度 備　　　　　　　考

平成 27年度県下市平均

営 業 収 益 110.3%

営 業 費 用 平 成 27 年 度 全 国 平 均

106.0%

算　　　　　　　式

×100 96.3% 94.6%
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経営分析指標の推移は、次のとおりである。 

 
 

 
  

（　単位：％　）

24 25 26 27 28

自己資本 三　 　 島　 　 市 70.7 71.0 69.8 70.3 70.4

構成比率 県 下 市 平 均 70.4 70.8 71.1 71.4 -

営業収益対 三　 　 島　 　 市 103.8 102.0 96.5 94.6 96.3

営業費用比率 県 下 市 平 均 114.6 113.7 109.2 110.3 -

区　　　分

70.7 71 .0 69 .8 70 .3 70 .4 

70 .4 70 .8 71 .1 71 .4 
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96 .5 94 .6 96 .3 
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三 島 市

県下市平均
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５ む す び 
(１) 業務実績について 

平成 28 年度業務実績（簡易水道業務を含む。）は、平成 28 年 10 月 1 日から幸原簡易

水道が三島市の上水道に統合されたことにより、給水件数 48,314 件、給水人口 111,190

人となり、前年度に比べ給水件数は 1,307 件、給水人口は 1,423 人増加し、普及率は

99.96％で、前年度に比べ 1.5 ポイント上昇している。 

総配水量のうち水道料金として還元される水量の割合を示す有収率は 83.9％で、前年

度に比べ 0.8 ポイント上昇している。 

また、年間総配水量は 15,500 千㎥で、前年度に比べ 121 千㎥減少し、有収水量は 12,998

千㎥で、前年度に比べ 10 千㎥増加している。 

 

(２) 経営成績について 

事業の経営状況は、総収益 1,361,705 千円に対して総費用は 1,252,976 千円で、108,729

千円の純利益となった。営業収益対営業費用比率は 96.3％で前年度に比べ 1.7 ポイント

上昇したが、平成 26 年度から 100％を下回っている。 

1 ㎥当たりの収益を表す供給単価は、前年度を 5 銭下回り 86 円 85 銭となり、1 ㎥当た

りの費用を表す給水原価は、前年度を 1 円 54 銭下回り 92 円 48 銭となっている。  

供給単価は給水原価を下回り 5 円 63 銭の販売損となっている。 

 

(３) 財政状態について 

貸借対照表から主要な経営指標を見ると、自己資本構成比率は 70.4％で、前年度に比べ

0.1 ポイント上昇し、固定資産対長期資本比率は、92.8％で前年度に比べ 0.2 ポイント低

下している。また、短期の支払い能力を示す流動比率は、318.3％で前年度に比べ 21.5 ポ

イント低下しているが、一般的に理想とされる 200％を上回っている。 
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(４) 今後の経営について 

   平成 28 年度は前年度に比べ、幸原簡易水道が三島市の上水道に統合されたことにより、

給水収益 278 千円及び水道加入金 85,120 千円の増加となり純利益を計上した。 

水道使用量については節水機器の普及、人口の減少や高齢化による世帯構成の変化等

により減少傾向が続くと予想され、従前のような給水収益を確保することは難しいと判断

される。 

また、費用面については、当市の水道施設の多くは、人口増加に対応するため昭和 55

年頃までに集中的に建設されており、今後、これら施設の経年劣化に伴う更新や巨大地震

などの大規模災害に備えた施設の耐震化などに伴う多額の事業費が見込まれる。 

三島市水道事業審議会の答申をうけ、市議会の審議を経て平成 29 年 10 月 1 日から行

われる料金改定により水道事業経営は改善されると考えられるが、引き続き、将来に向け

て計画的、効率的な事業の執行をはかり、三島市水道ビジョンに掲げた水道の理想像であ

る「安全」「強靭」「持続」の具現化に努められたい。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 


